
○島牧村医療職等養成奨学資金貸付条例 

平成２３年３月１６日 

条例第５号 

改正 平成３０年３月８日条例第２号 

平成３０年１２月１２日条例第１１号 

（目的） 

第１条 この条例は、将来医師（歯科医師を含む。以下同じ。）、保健師、看護師又は准看

護師（以下「医療職等」という。）として島牧村関連施設に勤務を志望する者に対して、

奨学資金を貸付けることにより、地域医療を担う医療職等の養成及び確保を図り、保健医

療体制の充実に資することを目的とする。 

（奨学資金） 

第２条 この条例により貸付けする奨学資金は、島牧村奨学基金をもつてあてる。 

（貸付の対象者） 

第３条 奨学資金は、島牧村に在住している者の子であり、かつ次に掲げる学校及び養成所

等に在学している者で、免許を取得して村内の施設又は村内の施設と提携している施設の

医療及び保健衛生の業務に従事しようとする者に対し貸付けする。 

(１) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する大学の医学部又は大学院の医学

研究科（以下「大学」という。）に在学中の学生。 

(２) 大学を卒業して医師法（昭和２３年法律第２０１号）に規定する臨床研修を受けて

いる者。 

(３) 保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）の規定により文部科学大臣が

指定した学校又は厚生労働大臣及び都道府県知事が指定した保健師又は看護師養成所

（以下「養成機関」という。）に在学している者。 

（貸付金額及び期間） 

第４条 奨学資金は、次の各号に掲げる奨学資金の種類に応じ、当該各号に定める額を予算

の範囲内において貸付けるものとする。 

(１) 医師奨学資金 月額１００，０００円以内 

(２) 保健師・看護師等奨学資金 月額４５，０００円以内 

２ 奨学資金の貸付期間は、大学及び養成機関等に在学中の期間とする。 

３ 奨学資金は、無利子とする。 

４ 村長が特に必要と認めた場合は、第１項の貸付金額に必要と認めた範囲内で増額して貸



付けすることができる。 

（貸付の方法） 

第５条 前条の貸付金は、毎年四半期ごとに本人に貸付けする。 

（貸付の申請等） 

第６条 奨学資金の貸付けを受けようとする者（以下「申請者」という）は、連帯保証人２

名を定め、規則で定めるところにより村長に申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請があつたときは、村長は貸付けの可否及び金額並びに貸付期間を

決定し、その旨を申請者に通知するものとする。 

（連帯保証人） 

第７条 連帯保証人は、独立の生計を営む成年でなければならない。 

２ 奨学資金の申請者が未成年者であるときは、連帯保証人のうち１人は、申請者の保護者

（親権者又は後見人を含む。）でなければならない。 

３ 連帯保証人が欠けたとき、又は破産その他の事情により、その適性を失つたときは、新

たな連帯保証人を定めて村長に届け出なければならない。 

（貸付の決定の取消し及び貸付の停止等） 

第８条 奨学資金の貸付けの決定を受けた者（以下「奨学生」という。）が次の各号のいず

れかに該当する場合には、村長は、奨学資金の貸付けの決定を取消し、又は貸付けを停止

することができる。 

(１) 死亡したとき。 

(２) 自己の都合により退学、退所、又は臨床研修をやめたとき。 

(３) 奨学資金の貸付けを受けることを辞退したとき。 

(４) 傷病その他の理由により修学が困難であると認められるとき。 

(５) 学業成績及び性行が著しく不良であると認められるとき。 

(６) その他奨学資金の貸付けの目的を達成する見込みがなくなつたとき。 

２ 奨学生が休学し、又は停学の処分を受けたときは、村長は休学し、又は停学処分を受け

た日の属する月から復学した日の属する月まで、奨学資金の貸付けを停止するものとする。

この場合において、これらの月の分としてすでに貸付けされた奨学資金があるときは、そ

の奨学資金は、奨学生が復学した日の属する月の翌月以降の月分として貸付けされたもの

とみなす。 

（奨学資金の償還） 

第９条 奨学生は、大学及び養成機関等を卒業した日の属する月の翌月から起算して５年経



過後１０年以内に、規則で定めるところにより、奨学資金の全額を年賦又は半年賦で償還

しなければならない。この場合において、利息は付さないものとする。 

（償還債務の履行猶予） 

第10条 奨学生が次の各号のいずれかに該当する場合には、村長は、当該各号に掲げる理由

が継続する期間、奨学資金の償還債務の履行を猶予することができる。 

(１) 第８条第１項の規定により奨学資金の貸付けの決定を取消されたあとも、引き続き

大学及び養成機関等に在学しているとき。 

(２) 大学及び養成機関等を卒業後、他の大学及び養成機関等に在学しているとき。 

(３) 災害又は疾病その他やむを得ない理由により、奨学資金を償還することが困難と認

められる場合には、村長が必要と認める期間。 

（償還債務の免除） 

第11条 奨学生が次の各号のいずれかに該当する場合には、村長は申請により奨学資金（償

還日が到来していないものに限る。）の償還の債務の全部又は一部を免除することができ

る。 

(１) 医療職等として村内の施設又は村内の施設と提携している施設に奨学資金の貸付

けを受けた期間に相当する期間在職したとき。ただし、貸付けを受けた期間が３年に満

たない場合は、３年とする。 

(２) 死亡したとき。 

(３) 災害又は疾病その他のやむを得ない理由により、奨学資金償還債務の履行が困難と

認められるに至つたとき。 

（奨学資金の返還） 

第12条 奨学生は、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該理由の生じた日の属する

月の翌月から１年以内に、借り受けた奨学資金を返還しなければならない。 

(１) 第８条の規定により奨学資金の貸付けを取り消されたとき。 

(２) その他正当な理由がなく奨学資金の貸付けの条件に違反したとき。 

２ 前項にかかわらず、奨学生が在学期間中に医療職等の免許を取得している場合は、その

取得した日の属する月までの貸付については第９条の規定を準用する。 

３ 災害又は疾病その他やむを得ない理由により、前項の規定する期限までに奨学資金を償

還することが困難と認められる場合は、村長は申請によりその期限を延長することができ

る。 

（延滞金） 



第13条 村長は、第９条及び前条第１項の規定により奨学資金を償還しなければならない奨

学生が、償還期限までに償還すべき奨学資金の全部又は一部を納めなかつたときは、正当

な理由のない限り、その未納額につき年１０．９５パーセントの割合をもつて償還期限の

翌日から支払いの日までの日数に応じて計算した延滞金を徴収する。ただし、村長は特別

の事情があると認められるときは、その延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

（規則への委任） 

第14条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年条例第２号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年条例第１１号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成３０年５月１日から適用する。 

 


